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１．はじめに  

 地方自治体では管理橋梁が多く，老朽化に伴う財源確保の問題や技術者不足などにより維持管理が困難に

なりつつある．そのため，自治体職員が自ら補修することにより上記の課題解決を図ろうとしており，既に福

岡市や玉名市では管理者直営補修を実施している 1)．しかし，管理者直営補修において再劣化や品質確保が課

題とされている．そこで，自治体向けの直営補修の品質確保を目的として技術講習会を開催している．本研究

は，品質確保に向けた取組みとして，アンケ－トによる実態調査，施工面積の違いが補修効果に及ぼす影響に

ついて検討を行った結果を取り纏めた． 

２．アンケ－ト調査 

 表－1 にアンケ－ト調査による管理者直営補修に向けた課題を抽出した結果を示す．「一部導入」している

と回答した市町村は，技能・知識不足を最も多く課題にあげている．一方で「前向きに検討」，「現状では考え

ていない」と回答した市町村では，上記に加えて技能者不足・人員の確保を課題に多くあげている．そのため，

人員不足を解消することで管理者直営補修への移行が可能と考えられ，実装した次の段階では技能・知識不足

が課題になると言える． 

３．講習会の実施 

(1)講習会の目的および構成 

 2021 年 11 月に福岡県の自治体職員 24 人を対象に，補修システム構築の

ための講習会を実施した．講習会では，午前中に管理者直営補修の実践，

橋梁の劣化抑制について講義を行った．午後からは，劣化橋梁の点検と現

場での安全管理，左官職人による実演・実習等を行った． 

(2)自治体職人による実技実習 

 左官職人による断面修復作業の実演後，自治体職員により実技を行っ

た．写真－1 に示すように，供試体を鉄筋方向と平行に設置し，横向きに

断面修復を行った．また，実際に自治体職員が直営補修を行うことを想定

し，断面修復材としてインターネットで入手可能なポリマーセメントモル

タルを使用した． 

４．施工面積が補修効果に与える影響  

 図－1 には，実技実習に用いた供試体の概要を示す．供試体の施工断面

は 150×150mm，120×120mm，90×90mm，厚さ 10mm とし，施工面の凹み

の中央に φ10mm の異形鉄筋を半断面埋設した．また，底面は実際の構造 
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表-1 アンケート調査による管理者直営補修の課題抽出 

FU市 NO市 TA市 TO村 OK市 NA市 A市 Y市 M市 KG町 KS町 H町 U町 KS町 OG町 KK市 OM市 SD町 K市 O市 I市 KR町 CG市 KM市 AK市 KR市 KT町 IS市

技術者不足・人員の確保 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

技能・知識不足 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

業務時間の確保 〇 〇 〇 〇 〇

予算の確保 〇 〇 〇 〇 〇 〇

不具合の責任や処理 〇 〇 〇 〇

－ －－ －

前向きに検討 現状では考えていない一部導入

太字は今年度集計分

図－1 供試体概要図 

写真－1 実技実習の様子 
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物の補修を想定し，凹凸処理を行った．断面修復実施後は，現地で 2

日間屋外に静置し，大学に供試体を運搬した．その後，非破壊検査と

して隙間幅を施工部界面の目視により確認できる箇所をクラックス

ケ－ルを用いて測定した． 

５．結果および考察 

 図－2 には各自己評価における施工面積の人数を集計した結果を

示す．なお，自己評価については講習会後のアンケート調査により，

参加者から回答を得ている．施工面積 150×150mm では，自己評価 2

～3 点の施工者が多く，120×120mm，90×90mm になると自己評価 3

点が最も多い結

果であった．施工

面 積 が 120 ×

120mm ， 90 ×

90mm は集計結

果が同等である

ことから，120×

120mm 以下にな

ると施工者の断

面補修に感じる

難易度が低下することが分かった．また，施工面積を 120×120mm

より小さくしても，難易度に変化が見られなかった． 

 図－3 には各施工面積の最大隙間幅とアンケ－ト調査による自

己評価の相関図を示す．平均値を比較すると 120×120mm，90×

90mm に大差がなく，実際の補修効果に与える影響も変化が見ら

れていない．また，自己評価や実際の隙間幅は，120×120mm を境

に低下し，それ以下になっても施工後の品質は一定になることが

分かった．なお，各施工面積における施工時間は 150×150mm で

6～8 分，120×120mm で 3～4 分，90～90mm で 2～3 分であった．

このことから，150×150mm と 120×120mm 以降の断面積では，施工時間に 2 倍以上の差があり，150×150mm

では個人差が大きいことが分かった． 

 図－4には，各施工面積における最大隙間幅の正規分布を示す．施工面積 120×120mm，90×90mm では確率

密度が同程度であったが，150×150mm では前者と比較すると確率密度が小さい結果となった．このことから，

実際の施工においても断面積が 120×120mm 以下では，施工者の技能レベルは一定になることが分かった． 

６．まとめ 

1. 施工面積 150×150mm は他の施工面積と比較して，施工時間や実際の施工界面の隙間幅からバラツキが大

きいことが分かった． 

2. 管理者直営補修を実施する上で，最大施工面積を 120×120mm に設定することで，技能レベルの影響を最

小化でき，施工者が感じる施工の難易度が低下することが分かった. 
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図－3 隙間幅と自己評価の相関図 

図－2 アンケート調査結果 
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図－4 隙間幅の正規分布 
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